









の第 1 回衆議院選挙で当選するものの，1892 年の第 2 回選挙で落選して，元
の活動に復帰する。帝国議会議員在任中の 1891 年 9 月に，天野は米ハーバー
ド大学のジェイムス・ローレンス・ラフリン（James Laurence Laughlin, 
1850‒1933）がアメリカの大学生向けに編集した J. S. ミル『経済学原理』（1884）






⑵　Statist, An independent journal of finance, trade and industry, 1878‒1967.
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年創刊）における彼の社説に生かし，いっそう大きく幅広く発展させた。そし































える。しかしながら翌 1890 年 7 月 1 日に第一回衆議院選挙が予定され，天野
が出馬を決意したため，同誌は 1889 年 12 月に一年足らずで最終刊を迎えた。
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あった。天野は署名論説「償金問題」を 1895 年 11 月の創刊号に掲載していた
が，その後，署名社説「幣制改革論」を，彼が編集者兼経営責任者となった後
の 1897 年 3 月 15 日号に登場させた。
　天野は 1900（明治 33）年 3 月，植松考昭（ひさあき），松岡忠美，三浦銕太
郎，松下知陽の 4 人に経営実務を委任，植松考昭を編集主任，松下知陽を営業
主任にすえて，名実ともに社長として経営全般を見るようになった⑸。








⑷　『東洋経済新報社 百年史』（1996）第 1 章，第 2 章。





　会社事務所は，最初は町田の居宅の借家（牛込区）で，1899 年 1 月に同区
内の別の借家に移転した。1905（明治 38）年の秋には，同区内の土地を購入し，
1907 年 3 月には完成した新社屋に移転した。それまでの東洋経済新報社はい
わば町田や天野の私物であった。





















⑺　『東洋経済新報社 百年史』第 3 章。

















貿易協会，専修学校 理財学会の演説が月 1 回かそれ以上の頻度で紹介され，
早稲田経済会での演説，日野資秀の労働組合期成会演説「英国における雇主と

















































のグスタフ・コーン（Gustav von Cohn, 1840‒1919）はアメリカでも注目され









　天野は『東洋経済新報』の 1900（明治 33）年 9 月 5 日の第 170 号から，社




⑽　Gustav von Cohn (1889) System der Finanzwissenschaft, Stuttgart: F. Enke. The Science of 



























　天野の署名社説「本邦地租の真相」等（1898 年 6 月 25 日号）が，当時の問
題状況を分かりやすく伝えており，『経済策論』の冒頭に収録されている（1～
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する。耕地については平均 2 倍半，市街地，準市街地については平均 12 倍の
騰貴ありとみてさしつかえないとした。
　未来のライオン宰相，天野に挑む　　浜口雄幸は「倚（い）天」の筆名で，








　浜口は 1898 年 7 月 15 日号では，「倚（い）天坊」の筆名を使い続けたが，
天野の求めに応じて 2 回目（8 月 15 日号）で実名を明かし，9 月 15 日号には「三
たび天野君に質す」を寄稿した。天野が9月25日号で地租問題の論点を整理し，
東洋経済新報社の他の匿名社員（天野の文体ではないので，天野以外と推測さ





































年 2 月から 1907 年 8 月にかけてイェール大学図書館と米国議会図書館の依頼


















⑿　K. Asakawa (1904) The Russo-Japanese Conflict: Its Causes and Issues. 同書では『東洋経済新報』
掲載の記事が参照され，誌名は Tōyō Keizai Shimpō (“Oriental Economist”) と表記された。Tōyō 








崎県の歴史』第 2 版，杉谷昭他（2018）『佐賀県の歴史』第 2 版も参照した。
⒀　松谷（冨田）有美子氏から池尾宛の 2018 年 1 月 30 日付電子メールによる。松谷有美子（2019）
「イェール大学図書館長書簡類にみる朝河貫一の日本資料収集」参照。
⒁　K. Asakawa, ‘Some of the issues of the Russo-Japanese conflicts’ (pp.16‒50, May 1904), and 



























　日英同盟の締結　　天野は 1902（明治 35）年 2 月 25 日号に署名社説「日英
─────────────────
⒂　朝河貫一と，勝海舟・徳富蘇峰との関係については，山内晴子氏の電子メールでのご教示に感謝
する（2020 年 6 月）。山内晴子（2010）『朝河貫一論』，（2017）『朝河貫一の生涯』参照。
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よいであろう。















































































































































⒄　World Bank (1991) World Development Report 1991, p.97.
表 1　 先進国における保護関税率－歴史的回顧 
（非加重平均パーセント）








オーストリア 15～20 18 16 24 18 9
ベルギー 7 9～10 9 15 14 11 7
デンマーク 30 15～20 14 10 3
フランス 12～15 20 21 30 18 7
ドイツ 10 4～6 13 20 21 26 7
イタリア 8～10 18 22 46 25 7
オランダ 7 3～5 4 6 11 7
スペイン 15～20 41 41 63
スウェーデン 3～5 20 16 21 9 5
スイス 10 4～6 9 14 19 3
イギリス 50 0 5 23 7





オーストリア 16 18 14 17
カナダ 14 17 14 13 9 6
日本 4 20 13 19 4 8
アメリカ 45 ※ 41 40 38 45 13 6
※ 1820 年ではなく，1821 年のデータ。
『世界開発レポート 1991 年』97 頁のボックス 5.2 より⒄


























条件を一つ整えていた。そして 1897 年に，国際金本位制への移行と，750 ミ
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リグラムの金を 1 円とすることが決定された。これにより，1871 年水準と比
べると円の価値は半減したものの，日本は海外の金本位制ネットワークにつな





















































リスの負担は経済上財政上極めて重く，1800 万人口により 90 億円余の国債を
負担しており，その利息平均3.5パーセントと見積ると3億2,000余万円になり，
毎年1人当たりの利払い約17円を支出しなくてはならない（『経済策論』88頁）。
　日本はといえば，22 億円の公債を負担することになり，その利息を 5 パー
セントとして 1 億 1,000 万円になる。それを 5000 万人で割れば 1 人 2 円 20 銭
になり，これを当時のイギリス人の負担に比較すれば僅か 7 分の 1 に過ぎない
（『経済策論』99 頁）。年間 1 人 40 円の所得があるとしよう。公債的負担の割
合は約 5 パーセントである。過日のイギリスの負担に比すればもとより小額で
あるが，その大きな負担の 2 分の 1 に相当する。これは決して軽々と看過して
はならない。過日のイギリスは莫大な公債に苦しんでいた。将来の経済的競争








1763 年（七年戦争後） 1 億 3,300 万ポンド
1784 年（米国独立戦争後） 2 億 7,300 万ポンド
1815 年（ナポレオン戦争後） 9 億   200 万ポンド
1854 年（39 年間平和の後） 8 億    50 万ポンド
1856 年（クリミア戦争後） 8 億 3,400 万ポンド
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に比して優るあって劣る無きの有様なり。果たしてしからば，区々たる［取
























　天野は解説する。すなわち，1896 年 1 月 1 日より 1906 年に至る期間に，世























⒆　J. Pease Norton (1906) ‘The Depreciation of Gold.’
⒇　Joseph Dorfman (1969) ‘On a neglected American journal in the social sciences: The Yale 
Review, Old series,’ p.8.




































































































































　ヘンリー・ウォルフ（Henry W. Wolff, 1840‒1931）の『国民銀行論』は英






























㉕　Henry W. Wolff (1893) People’s Banks: A record of social and economic success.




























































されてゆく。天野は同年 12 月 15 日号と 25 日号署名社説「信用組合模範定款
の発布に就て」等において標題通り具体的な検討を行ってゆく。1901 年 1 月






















































1901 年 9 月 25 日号の署名社論「更に郵貯割増金の非を論ず」（「郵貯割増問題」
と改題）と 12 月 15 日号の「重ねて郵貯割増金に就て」である。翌 1902 年 9






























で「社説」「取引所」で検索すると，大正 2 年までで 22 件に上る。
























　天野は東京株式取引所について，前 1899 年の 1 月より 12 月までの 12 ヶ月
間の諸株式売買出来高および月末の受渡高を示して次のような考察を示した。
「この 12 ヶ月間における日々の売買出来高の合計は 540 万余株にして，
月末受渡高の合計は僅か 50 万余株に過ぎない。今仮りに 1 株の平均価格
を 50 円と見積ってこの金額を計算する時は，1 ヶ年間の売買金高は約 2
億 5,000 万円の多きに上るが，実際の受渡しすなわち真正の取引は約 2,500








　天野は 5 月 15 日号の署名社説「取引所問題に関して世の社会論者に警告す」
では，金井延や社会政策学会の学者たちにも取引所問題を訴えかけた。天野は
同号では，東京米穀市場の空売買の大きさを取り上げ，1899 年中の売買高に
対する受渡高の割合は僅々 70 分の 1 に足らないとした。




























































だ，署名記事は，1906 年 8 月 15 日号の「公共監査所問題の再燃」だけで，『経
済策論』に収録されている関連社説もこれのみである。





















　同年 8 月 5 日号に無署名社説「公共監査所を設くるの議」，翌 1901 年 6 月
25 日号に無署名社説「重ねて公共監査所設立の議に就て」，1905 年 5 月 25 日






















































1938 年 4 月号，214 頁）とまで断言した。日本の経済政策学の原点にたどりつ
けたような思いがしている。
　2020 年初頭から，新型コロナウイルス（COVID-19）の感染が拡大し始めた。
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